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問　題　提　起
コーディネータ
早稲田大学 商学学術院教授　谷　川　寧　彦
　谷川でございます。若輩者でございますので、今日はちゃんとした司会ができるかどうか分か
りませんが、最後までよろしくおつき合いください。
　プログラムにありますように、これから私の後 3 人続けてご報告をいただいて、3 時半頃をめ
どに報告は終了したいと思います。先ほどの打ち合わせで、報告は全体像・枠組みなど建前の話
になるので、おもしろい話、細かい問題はその後のディスカッションのほうにまわるかもしれな
いということでしたので、報告はちょっと早目に終わるかもしれません。そこで 30 分間ほど休
憩をとりまして、当初の予定では 4 時から 5 時までをディスカッションの時間にしたいと思いま
す。
　ご来場の皆様は、先ほど川村先生からお話がありました質問用紙に、もっと深く聞いてみたい
ことなどを始めとして、質問事項をぜひ書いて下さい。特にこの人からという形で指名もできる
ようになっております。休憩時間が始まると用紙を回収し、いただいた質問事項を休憩時間中に
皆さんに読んでいただいて、時間の関係もございますのですべての質問に答えられるかどうかは
ちょっと分かりませんが、いただいた質問やトピックスを中心にディスカッションしてまいりた
いと思います。
（シート１）
　では、最初に私から問題提起をさせていただきます。私の専門はファイナンスでして、公共政
策系のことはやや門外漢ですので、私が年金制度を考えるとしたらどういうことを中心にすべき
か、考え方の枠組みを設定した上で、私が問題と感じたことに対する私なりの解決策を提案する
パワーポイントを作らせていただきました。
（シート２）
　私がお話しする内容は 3 つです。第一は、現在の年金制度は賦課方式になっていること。第二
は、そもそも年金の本来の機能は何なのか、特に公的年金に限定して考えてみたいと思います。
本来の機能は何かということに絞って考えることで、制度改革の方向性を探ろうと思っておりま
す。制度改革には少子高齢化への対策を、特に少子化対策を年金にも組み込む必要があるのでは
ないかというのが私の抱いた問題意識でして、これが第三の内容になります。では、第一の点か
らお話しさせていただきたいと思います。
（シート３）
　まずは賦課方式ということです。
―8―
（シート４）
　人生を大まかに 3 つに分けると、年金保険料の払い込みが始まるまでの 20 歳までと、働いて
いるときと、退職後となります。最初のときは年金制度と直接の関わりはありません。働いてい
るときは年金の保険料を拠出する、お金を支払う形になります。支払った保険料は政府の年金勘
定に組み込まれるわけですが、退職後は、そこから保険給付を受けとることになります。このよ
うに、自分が出したものが後になって返ってくるというのが、年金の基本的なイメージだと思い
ます。
（シート５）
　賦課方式の説明をします。ある一時点を取りだすと、三つの世代、若い人たちと働いている世
代と退職後の世代が共存しているわけですが、働いている世代から政府が受け取った保険料を、
退職後の世代に支払うというのが、賦課方式です。退職後の世代への年金給付に必要なお金を、
働いている世代が負担している感じになります。ここで、若い世代の人数が多いと政府の手元に
お金があまるので、それを積み立てて運用するということを、かつては実施してきました。人口
構成が変わり、退職後世代の人数のほうが多くなるという少子高齢化の時代になり、シート 5 で
は③ほうが②より多いということになって、以前積み立てておいたお金を取り崩して払うという
時期がきたわけです。
（シート６）
　このように年金積立金が取り崩されて減っていくのを見て、自分が保険料を支払っても年金を
将来受け取れないのではないかという、年金財政に不安を感じる人が多くなりました。このよう
な取り崩しが生じている理由は、言い古されたことですけれども、少子高齢化という人口構成の
変化です。ただし、こうした人口構成の変化が予想の範囲内であれば、年金財政は、このことを
考慮して保険料率などを設計してありますから、問題とはなりません。後ほど詳しくご説明いた
だきますが、高齢化が想定外の長寿化によって引き起こされていることは問題になります。高齢
化とは、長生きできるようになって平均年齢が高くなったということです。それが年金制度設計
の時点では想定できなかったほど長生きできるようになったということが、年金財政上は問題と
なります。少子化のほうも想定内の変化であれば、年金制度上は問題ではありません。少子高齢
化が見込まれ、先ほどのシート 5 のイメージからすると、政府が支払う金額のほうが受け取る金
額よりも多くなると予想されていたとしても、財政的に破綻しないように保険料率と保険給付金
を決めておけばよいだけの話です。問題は、年金の制度設計をした時点では想定できなかった急
速な少子化が進んできたので、支出が収入を上回って、年金積立金の想定外の取り崩しが生じ、
現状のままでは、ひょっとしたら将来積立金が底をつくかも知れないという可能性がでてきたこ
とです。本当に大丈夫なのか検証し、必要ならば保険料率や保険金の見直しが必要ということに
なったわけです。
（シート７）
―9―
??
??
??
??
?
　第二のポイントに移ります。見直す方向を見極めるために、そもそも年金の機能は保険である
ことを確認しておきたいと思います。保険ですから、何かの事故といいますか、リスクに対して
備えるということが本来の機能です。年金の場合は何歳まで生きられるか分からないということ
が、リスクになります。私は 50 歳台なのですが、80 歳まで生きられるのか、90 歳まで生きられ
るのか、あるいは 70 歳ぐらいまでなのか分からないということに対して、保険に入り、あらか
じめ保険料を支払ってこのリスクに備えようというわけです。
（シート８）
　保険については逆選択という問題があります。自分が払う保険料と将来受け取れるかもしれな
い保険金とを比較勘案して、この保険料体系だったら得だという人だけが保険に入ります。もら
える保険金に対して支払う保険料が高すぎると、損だと思って人々は保険に入りません。そうす
ると、保険会社がどのような保険料率体系を作っても、その下で得だと考える人々だけが保険加
入者となるので、保険会社の方からすると、保険金支払い額より保険料収入の方が少ないという
人々、つまり保険会社にとっては損となる人々だけが加入者になってしまいます。これでは、事
故に対して保険金が支払えず財政的にパンクしてしまうことになります。このような問題を逆選
択問題といいます。これを解決する一つの方法は、公的な制度によって保険加入を強制すること
です。皆保険、全員に入ってもらう形です。リスクの高い人も低い人も全て入ってもらうように
すれば、各人それぞれのリスクを考えると保険料率が高すぎる人も低すぎる人も混じった形にな
り、全体の平均的リスクに応じた保険料率を設定すれば財政的に破綻しません。保険に加入する
立場からすると、例えば 1960 年生まれだとすると、60 年生まれの人の平均寿命に対応した保険
料を支払って、60 年に生まれた人は早く亡くなられる方も長く生きられる方もいらっしゃいま
すから、平均以上に長生きされた方は年金を長年にわたって総額ではたくさん受け取ることがで
き平均以下の方は受け取る年金総額が少ないということになりますが、60 年生まれの人々全体
では収支のバランスがとれ保険が成立するというのが、そもそもの年金保険なわけです。「公」
のお役目は、全員に加入を強制するということだけです。保険の運用主体は民間でも構わないこ
とになります。
　ところが高齢化が進むなど、長生きリスクの大きさが変わる可能性を考慮しますと話が違って
きます。一般に何かが変動するリスクについては、数多く集めることで変動リスクの分散ができ
ますが、長生きリスクについては変動の方向が共通なため分散ができません。あらゆる世代で同
じように想定外の長寿化が進むと、今を生きている世代をすべて集めても長寿化進行に対するリ
スク分散ができません。たくさん集めると変動リスクが分散できるのは、増える人もいれば減る
人もいるためですが、みんなが寿命が長くなる場合はたくさん集めてもリスク分散できないので
す。平均寿命が変わっていくというリスクに対しても保険の運営主体は対応する必要があります。
単に強制的に全員保険に入らせるというだけでは不十分です。公的な制度の特徴を活かす必要が
生じます。その特徴とは何でしょうか。それは、保険に入らせる「全員」として、今生きている
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世代だけではなく、まだ生まれていない遠い将来世代も巻き込めるということです。年金財政の
悪化はこの 20、30 年の間に少子高齢化が進行したことが原因ですが、この間予想外に増えた年
金の給付・支払いで生じた「赤字」分について、今の世代だけに負担を求めるのではなく、もっ
ともっと遠い世代の人たちの協力も得ながら広く薄い形で赤字分を取り戻すようなことをすれ
ば、年金財政の破綻も防げるわけです。このように、まだ生まれていない将来世代にも保険料を
払ってもらうよう強制できるのは、 人間より「長寿」である日本国政府だけです。このように考
えますと、年金のそもそもの機能は保険であること、それを公的な制度として運営しているとい
う基本事項の確認は大事だと思うわけです。
（シート９）
　ここまでのところは少子高齢化は外から与えられたもの、動かせない舞台設定とみたてての話
だったわけですが、高齢化の方はともかく、少子化の方は実は人々の選択が絡んでおり、動かせ
ないわけではございません。少子化がなぜ起こっているか、物の本に書いてある理由は、ライフ
スタイルの変化だそうです。今 70 歳ぐらいの方々が会社に入った頃というのは、女性は結婚し
たら会社をやめて家にいるものだという考え方が当たり前だったようですが、最近は女性も家庭
の外で働く時代になり子育ての時間がなかなかとれなくなりました。一昔は DINKs、ダブル・
インカム・ノー・キッズという言葉が流行りましたが、現在では結婚しても子供を持たないこと
が増えてきて、今さらマスコミで取り上げられることはなくなりました。そもそも単身を続けた
いと考えているような人が増えていると聞いております。ライフスタイルを選択しているのは、
いうまでもなく個人です。女性も働いているほうが楽しいと思われますし、仮に私が女性だった
としても、給料も入ってくるし働きたいと思うだろうと想像します。結婚はいい人と巡り合えれ
ばという個人的な状況で決まるものでしょうし、子供は家庭のことですから他人があれこれ言う
ことではありません。ただ社会全体で考えると、誰かが子供を産んで育てないと人口減少が避け
られませんから、個人それぞれの選択と社会的な必要性との間の調整メカニズムが働いていない
といえるのではないかと思います。
　働き手が不足しているなら外国人を受け入れたらいいとよく言われますが、これはヨーロッパ
の例を見てみると少子化対策としては実際にはうまくいきません。最初の移民世代は大丈夫なの
ですが、同化しますと周りに合わせて子供を産まないで働き続けるということが起こるためです。
何かシステマティックな対応をとらなくてはいけません。賦課方式の年金財政ではシート 4 の②
の世代と③の世代、働いている世代と保険受給者の世代の人口比率というのが大事です。働く世
代の人数を増やすためには少子化の進行をとめて①の世代の人数を増やさなくてはいけません。
そのためには年金制度も子供を持つといった個人の意思決定に影響を与えるよう、少しは踏み込
むべきではないのかというのが私の問題提起です。
（シート 10）
　もう少し考えてみると、保険料の支払いは給料に比例していますから、働いているときに子供
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を持たない人は給料も多く、その分たくさん保険料を払っていて、年金財政には貢献しています。
ただその分、受け取る保険金も、所得代替率ということで所得に比例して増えます。年金財政に
貢献もしているけれども、マイナス部分もあるわけでして、必ずしも働いているから、それで年
金を支えているかとは言い切れないと思います。
（シート 11）
　特にお金の計算上は、働かないことによって働けたら得られたであろう費用を失う分が大きい
と言われています。国民生活白書に出ていた数字ですが、60 歳まで女性が働き続けていたら生
涯所得は 2 億 7,700 万円になるそうです。それに比べて、子供を産むために 5 年間ぐらい働くの
をやめて子育てに専念し、その後、もとの職場に復帰したとしたら、生涯所得は 1,900 万円減る
という推計でした。この 1,900 万円は、働きながら子育てするために保育所に払う費用とか教育
費用とか、実際に支出が増えるため自分が使える所得が減るという話ではないのです。出産のた
めに一時的に離職しなければもらえたはずの所得を失ってしまうという分だけです。実際には子
育て費用がさらに追加でかかるわけですから、こうした金勘定、子供の話は金勘定ではないので
すけれども、金勘定だけを考えると、やはり子育てしないほうが得になっているのがどうも現状
だと思われます。
（シート 12）
　そうしますと、この部分を社会的に調整して子供を持つことの金銭的な「損」の部分を少なく
し、人々に子供を持ってもらいやすくしようという政策提言につながります。年金保険料は子供
がいるかどうかということによって調整し、子供がいない人はちょっと多めに払ってもらうよう
にする。年金を受け取るときは、子供がいない人はちょっと少なめにするというような調整です。
類似のものとして昨今議論された政策で子ども手当がありますが、年金財政の中にも、子供を増
やすような方向に影響を与える仕組み、一種の補助金を組み込む必要があるというのが、私の提
案したいことです。
（シート 13）
　最後のスライドまできました。
（シート 13’） ＜アニメーションで次を表示＞
　年金制度の改革というのも実は選択問題です。良くなる方向に改革しようというとき、良くな
るとはどういう基準に基づくことなのか、シート 13’では選択基準と書きましたけれども、こ
の選択基準をどう定めるかについて議論しなければ、本当は改革も議論できないはずなのです。
基準として、個人が何かを選択する場合は、自分が損するとか得するとかいうようなことが基準
になりますが、年金制度の改革の場合は、ある改革によって得する人々と損する人々の両方が出
てきてしまって利害対立が生じることが多いので、個々人の損得は基準として使えません。国の
制度、公的年金の制度改革を選ぶ際の選択基準としては、社会全体の利益を表すような社会的厚
生関数を考えなければなりません。実は、人によってそもそも何がいいかが違いますので、社会
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全体でこれらを合算することは実はちょっと難しい問題です。この辺はディスカッションのとき
に議論できればと思っています。 ここでは、各世代の負担の平準化度合いを 1 つの基準にして
はどうかという提案をしたいと思います。
　年金財政を考えますと、制度を立ち上げるとき既に退職後であった老年世代は、自分は保険料
を拠出しないまま年金をもらっていますので、この分は誰かが負担しなくてはいけない形になっ
ています。先ほどお話しいたしましたように、公的年金の場合は無限の世代に、つまり遠くの将
来世代にも少しずつ負担を求めることができ、今を生きている世代だけに負担が集中することは
避けられます。このような世代毎の保険料負担の平準化を基準として考えたらいいのではないか
というのが私の提案です。
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